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 我が国は国土の約 70 %が山地であり，地質が脆弱で地形が急峻であるところが多いため，
毎年のように土砂災害が発生し，多くの人命や財産を失っている．加えて，近年気候が極
端化しており，「ゲリラ豪雨」と呼ばれるような局所的集中豪雨が急増している．場所によ
っては 1 時間雨量 120 mm，3 日間雨量 1 000 mmを超えるような極端な降雨も発生している．  
 表１－１に，1 時間雨量が人々の生活に与える影響をまとめた．一般的に，土砂災害警戒
区域では，1 時間雨量が 30 mm を超えると災害発生の警戒が始まり，50 mm を超えると，
災害発生の危険率が急増すると言われている．つまり，豪雨による土砂災害は，1 時間雨量
が 50 mm 以上の降雨回数と密接な関係があると考えられる． 
 気象庁では，1976（S51）年から 2014（H26）年までの，全国約 1 300 箇所の観測地点に
おける 1 時間雨量 50 mm 以上，及び 80 mm 以上の豪雨発生回数をまとめている（図１－１，
図１－２）．それを基に 10 年平均値を求め，棒グラフに加筆した．これより，全国的に見
ると，1 時間雨量 50 mm 以上の降雨は 1 年に 200 回近く発生しており，その回数は年々増





 土砂災害は毎年 1 000 回近く発生しており，豪雨回数と比例して土砂災害発生回数も増加
していることが分かる． 




50 mm を超えており，例えば，死者 30 名以上を出した 2013 年東京都大島町（伊豆大島）
における土砂災害では 1 時間雨量 122.5 mm を記録している． 









砂災害が発生した．被害状況は，家屋損壊 367 棟，死者 56 名で，降雨状況は 1 時間雨量 132 























（気象庁 HP より引用・作成） 
  
1時間雨量 (mm) 10以上～20未満 20以上～30未満 30以上～50未満 50以上～80未満 80以上～
予報用語 やや強い雨 強い雨 激しい雨 非常に激しい雨 猛烈な雨


































































図１－１ 時間雨量 50 mm 以上の豪雨回数（気象庁 HPより引用・加筆） 
 
図１－２ 時間雨量 80 mm 以上の降雨回数（気象庁 HPより引用・加筆） 
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都府宇治市内の 2 つの地区において，約 50 年間にわたる宅地開発の経過と豪雨災害につい
て分析している．宇治市内木幡・宇治地区では 1965 年の豪雨では顕著な水害を受けている



































































都市であり，その数 371 万人にのぼる．川崎市は同 7 位で 147 万人を有する．また人口密










 神奈川県では毎年 50 件以上の土砂災害が起きており，その発生箇所は主に県東部の横浜
市，川崎市，横須賀市に集中している．また神奈川県は，国土交通省砂防部の 2006 年から
2014 年までの各年における都道府県別の土砂災害発生件数の統計において，2010 年を除く


























表２－１(a) 土砂災害発生件数（2006 年～2011 年） 
 
土石流 地すべり 崖崩れ 合計 土石流 地すべり 崖崩れ 合計 土石流 地すべり 崖崩れ 合計
熊本県 8 6 152 166 新潟県 1 63 67 131 神奈川県 2 0 102 104
鹿児島県 23 4 112 139 神奈川県 1 0 69 70 富山県 33 21 18 72
長野県 58 51 24 133 静岡県 6 8 51 65 鹿児島県 1 3 47 51
島根県 9 12 93 114 鹿児島県 6 1 56 63 熊本県 0 5 39 44
神奈川県 0 0 95 95 石川県 9 19 27 55 新潟県 7 33 3 43
新潟県 1 71 6 78 島根県 14 4 33 51 岐阜県 21 0 14 35
長崎県 1 0 63 64 宮崎県 3 0 40 43 三重県 17 0 14 31
石川県 1 6 36 43 福島県 0 1 38 39 宮城県 17 2 10 29
宮崎県 3 0 40 43 大分県 3 1 30 34 岩手県 14 2 11 27
山口県 1 1 37 39 熊本県 8 1 24 33 石川県 13 1 7 21
佐賀県 2 2 34 38 長野県 5 12 9 26 徳島県 0 2 18 20
愛媛県 2 1 34 37 三重県 2 2 21 25 福島県 5 1 12 18
広島県 9 0 25 34 鳥取県 19 0 5 24 静岡県 2 0 15 17
福井県 2 4 25 31 東京都 5 0 18 23 宮崎県 0 0 17 17
大分県 2 1 27 30 群馬県 6 5 11 22 長野県 4 7 4 15
福島県 0 5 21 26 山梨県 11 3 6 20 愛知県 2 0 13 15
鳥取県 15 1 10 26 愛媛県 1 0 18 19 長崎県 0 0 14 14
静岡県 1 1 21 23 高知県 0 2 16 18 和歌山県 1 1 10 12
岐阜県 10 2 9 21 沖縄県 1 8 9 18 大分県 0 0 11 11
兵庫県 3 1 17 21 宮城県 0 3 11 14 山口県 0 1 8 9
京都府 0 1 19 20 和歌山県 3 1 10 14 北海道 3 0 4 7
福岡県 0 0 20 20 北海道 5 1 6 12 東京都 1 0 6 7
山形県 4 10 5 19 埼玉県 4 3 5 12 福井県 1 0 6 7
千葉県 0 1 17 18 大阪府 2 2 8 12 佐賀県 0 0 7 7
富山県 0 6 12 18 佐賀県 0 1 11 12 栃木県 3 0 3 6
北海道 6 3 6 15 秋田県 3 0 8 11 京都府 0 0 6 6
和歌山県 0 3 12 15 山形県 3 3 5 11 高知県 0 0 6 6
高知県 3 0 9 12 奈良県 0 2 9 11 島根県 0 2 3 5
群馬県 1 1 9 11 岩手県 1 0 8 9 青森県 0 2 2 4
宮城県 0 1 8 9 富山県 0 5 3 8 群馬県 1 0 3 4
三重県 0 0 9 9 徳島県 1 1 6 8 鳥取県 2 2 0 4
沖縄県 0 5 3 8 長崎県 0 0 8 8 山形県 1 2 0 3
大阪府 0 1 6 7 岐阜県 3 2 2 7 千葉県 0 0 3 3
徳島県 0 3 4 7 青森県 1 1 4 6 大阪府 3 0 0 3
茨城県 0 2 4 6 愛知県 0 1 5 6 愛媛県 0 0 3 3
滋賀県 0 2 4 6 山口県 0 0 4 4 茨城県 0 0 2 2
岡山県 2 0 4 6 栃木県 1 0 2 3 山梨県 0 1 1 2
青森県 0 2 3 5 千葉県 0 3 0 3 滋賀県 0 0 2 2
岩手県 1 2 2 5 福井県 1 0 2 3 岡山県 0 0 2 2
栃木県 0 0 5 5 岡山県 0 0 3 3 広島県 0 0 2 2
東京都 0 0 5 5 福岡県 0 2 1 3 福岡県 0 0 2 2
奈良県 0 2 3 5 京都府 0 0 2 2 秋田県 0 0 1 1
愛知県 0 0 4 4 広島県 0 0 2 2 埼玉県 0 1 0 1
秋田県 0 1 2 3 茨城県 0 1 0 1 沖縄県 0 0 1 1
埼玉県 0 0 1 1 滋賀県 0 0 1 1 兵庫県 0 0 0 0
山梨県 1 0 0 1 兵庫県 0 0 1 1 奈良県 0 0 0 0
香川県 0 0 0 0 香川県 0 0 0 0 香川県 0 0 0 0
合計 169 215 1,057 1,441 合計 129 162 675 966 合計 154 89 452 695
土石流 地すべり 崖崩れ 合計 土石流 地すべり 崖崩れ 合計 土石流 地すべり 崖崩れ 合計
山口県 65 2 130 197 鹿児島県 76 6 111 193 新潟県 110 113 84 307
島根県 5 9 172 186 新潟県 6 58 24 88 鹿児島県 57 3 46 106
神奈川県 0 1 87 88 広島県 42 1 41 84 福島県 56 7 41 104
兵庫県 13 0 41 54 山口県 5 6 70 81 静岡県 14 10 69 93
静岡県 5 3 39 47 島根県 2 4 71 77 島根県 3 2 62 67
長野県 18 21 6 45 長野県 30 11 24 65 神奈川県 4 0 54 58
新潟県 3 25 8 36 神奈川県 1 0 57 58 三重県 14 2 36 52
長崎県 0 1 35 36 静岡県 21 1 36 58 宮崎県 4 0 44 48
徳島県 3 9 15 27 徳島県 8 4 20 32 和歌山県 28 6 10 44
和歌山県 8 0 18 26 岐阜県 5 2 18 25 徳島県 6 8 28 42
三重県 2 0 21 23 宮崎県 6 0 19 25 山形県 5 17 16 38
広島県 0 0 23 23 千葉県 0 0 24 24 奈良県 22 12 3 37
大分県 0 0 23 23 愛媛県 0 0 24 24 山梨県 15 2 15 32
福岡県 4 5 10 19 秋田県 4 3 15 22 大分県 1 0 29 30
岐阜県 2 0 15 17 北海道 2 2 14 18 茨城県 2 1 25 28
愛媛県 0 0 17 17 岩手県 7 0 11 18 愛媛県 6 3 18 27
福島県 0 0 16 16 福島県 0 4 13 17 長野県 10 8 7 25
熊本県 0 1 12 13 長崎県 0 0 17 17 岐阜県 12 2 11 25
秋田県 2 1 9 12 福岡県 1 0 14 15 千葉県 1 1 21 23
富山県 3 4 4 11 大分県 0 2 12 14 高知県 7 0 16 23
沖縄県 0 4 7 11 山形県 1 5 6 12 長崎県 1 2 19 22
石川県 0 7 3 10 福井県 1 2 9 12 鳥取県 10 3 8 21
愛知県 0 0 10 10 兵庫県 2 0 9 11 栃木県 5 7 8 20
岡山県 2 0 8 10 沖縄県 0 5 6 11 宮城県 4 2 13 19
佐賀県 2 1 7 10 青森県 0 0 10 10 香川県 2 0 14 16
宮城県 4 2 3 9 茨城県 0 2 8 10 岡山県 8 0 5 13
京都府 0 0 9 9 佐賀県 1 2 7 10 石川県 1 2 8 11
鹿児島県 0 1 7 8 石川県 1 1 7 9 福井県 1 2 6 9
茨城県 0 0 7 7 大阪府 0 0 9 9 岩手県 1 0 7 8
福井県 0 1 6 7 熊本県 0 1 8 9 富山県 0 4 2 6
奈良県 0 4 3 7 三重県 0 0 8 8 滋賀県 2 0 4 6
北海道 1 0 5 6 高知県 0 0 8 8 広島県 0 0 6 6
青森県 0 0 6 6 愛知県 0 0 7 7 山口県 1 1 4 6
山形県 1 3 2 6 滋賀県 1 0 6 7 群馬県 2 0 3 5
千葉県 0 0 5 5 岡山県 2 0 5 7 埼玉県 0 0 5 5
大阪府 1 0 3 4 奈良県 0 2 4 6 秋田県 0 0 4 4
香川県 0 0 3 3 富山県 2 2 1 5 大阪府 0 0 4 4
高知県 0 0 3 3 京都府 1 0 3 4 兵庫県 1 1 2 4
岩手県 0 0 2 2 和歌山県 2 0 2 4 福岡県 0 0 4 4
栃木県 1 0 1 2 東京都 0 0 3 3 熊本県 0 0 4 4
群馬県 1 0 1 2 鳥取県 2 0 1 3 沖縄県 0 0 4 4
山梨県 2 0 0 2 香川県 0 0 3 3 北海道 0 0 3 3
東京都 0 0 1 1 宮城県 1 0 1 2 青森県 1 0 2 3
鳥取県 1 0 0 1 栃木県 0 0 1 1 東京都 1 0 2 3
宮崎県 0 1 0 1 埼玉県 0 1 0 1 愛知県 1 1 1 3
埼玉県 0 0 0 0 山梨県 1 0 0 1 京都府 0 0 3 3
滋賀県 0 0 0 0 群馬県 0 0 0 0 佐賀県 0 0 1 1





表２－１(b) 土砂災害発生件数（2012 年～2014 年） 
 
  
土石流 地すべり 崖崩れ 合計 土石流 地すべり 崖崩れ 合計 土石流 地すべり 崖崩れ 合計
熊本県 90 0 25 115 島根県 44 1 74 119 広島県 110 0 72 182
鹿児島県 60 1 45 106 山口県 37 0 72 109 高知県 4 21 97 122
福岡県 40 18 42 100 千葉県 1 5 55 61 神奈川県 0 0 95 95
神奈川県 1 0 65 66 神奈川県 0 0 55 55 山口県 7 0 84 91
高知県 0 0 51 51 新潟県 9 34 9 52 兵庫県 81 1 6 88
大分県 9 0 32 41 鹿児島県 35 0 15 50 静岡県 11 1 61 73
新潟県 4 28 3 35 山形県 12 15 19 46 鹿児島県 42 0 28 70
宮崎県 1 1 30 32 岩手県 22 0 8 30 北海道 9 0 47 56
静岡県 2 0 29 31 富山県 5 11 12 28 長野県 16 20 9 45
愛媛県 0 0 25 25 静岡県 9 2 15 26 富山県 8 3 19 30
山口県 1 0 21 22 石川県 1 2 22 25 山形県 13 6 8 27
島根県 4 1 13 18 東京都 14 0 8 22 和歌山県 2 3 22 27
長野県 5 7 3 15 滋賀県 10 1 10 21 千葉県 0 4 20 24
岐阜県 9 0 6 15 高知県 0 0 21 21 大分県 1 0 23 24
三重県 4 0 10 14 福井県 8 1 10 19 新潟県 4 12 7 23
北海道 5 2 6 13 福島県 9 0 9 18 愛媛県 5 0 16 21
岡山県 1 0 11 12 岡山県 3 2 13 18 岐阜県 7 0 13 20
広島県 0 0 11 11 長野県 6 9 2 17 宮崎県 1 0 19 20
山形県 0 9 1 10 三重県 1 0 15 16 石川県 1 0 18 19
福井県 3 2 5 10 愛媛県 2 0 14 16 徳島県 3 3 12 18
佐賀県 0 0 10 10 広島県 0 2 13 15 京都府 6 1 7 14
千葉県 0 1 8 9 青森県 2 0 12 14 長崎県 0 0 14 14
富山県 1 1 7 9 北海道 0 2 11 13 沖縄県 0 0 14 14
滋賀県 5 0 4 9 宮崎県 0 0 13 13 福島県 0 0 10 10
徳島県 1 0 8 9 茨城県 0 0 12 12 島根県 1 0 8 9
長崎県 1 0 8 9 秋田県 5 1 5 11 三重県 0 0 8 8
京都府 3 0 4 7 岐阜県 6 0 5 11 大阪府 1 0 5 6
秋田県 0 1 4 5 和歌山県 3 0 7 10 熊本県 0 0 6 6
福島県 1 1 2 4 京都府 3 0 6 9 宮城県 1 0 2 3
奈良県 0 0 3 3 大阪府 2 0 6 8 栃木県 0 0 3 3
鳥取県 2 0 1 3 鳥取県 5 0 1 6 香川県 1 0 2 3
青森県 0 0 2 2 香川県 2 0 4 6 岩手県 1 0 1 2
茨城県 1 0 1 2 奈良県 4 0 1 5 群馬県 1 1 0 2
栃木県 0 0 2 2 長崎県 0 0 5 5 福井県 0 0 1 2
山梨県 1 0 1 2 栃木県 0 0 4 4 岡山県 0 0 2 2
石川県 0 0 2 2 徳島県 0 0 4 4 青森県 0 0 1 1
和歌山県 0 1 1 2 大分県 0 0 4 4 秋田県 0 0 1 1
沖縄県 0 2 0 2 山梨県 0 0 3 3 茨城県 0 0 1 1
群馬県 0 0 1 1 兵庫県 1 0 2 3 埼玉県 0 0 1 1
東京都 1 0 0 1 佐賀県 0 0 3 3 東京都 0 0 1 1
兵庫県 0 0 1 1 熊本県 0 0 3 3 山梨県 1 0 0 1
香川県 0 0 1 1 宮城県 0 0 2 2 愛知県 0 0 1 1
岩手県 0 0 0 0 群馬県 1 1 0 2 奈良県 0 0 1 1
宮城県 0 0 0 0 愛知県 0 0 2 2 鳥取県 0 0 1 1
埼玉県 0 0 0 0 沖縄県 0 0 2 2 福岡県 0 0 1 1
愛知県 0 0 0 0 埼玉県 0 0 1 1 佐賀県 0 0 1 1
大阪府 0 0 0 0 福岡県 0 0 1 1 滋賀県 0 0 0 0




２－２ GIS を用いた解析手法 
 
２－２－１ GIS について 
 
 本研究では，収集した各種データを空間的に解析するために，GIS（Geographic Information 
System：地理情報システム）を使用した．GIS ソフトに，ArcGIS(Esri 社，ArcGIS 10.2.2 for 
Desktop)を使用した． 
 ArcGISとはEsri社が提供しているGISソフトの総称であり，実際に解析で使用したのは，
地図解析が可能である ArcMap であり，他にエクスプローラである ArcCatalog や描画専用ソ




例えば QGIS はオープンソース・ソフトフェア GIS として有名であり，世界中で広く使われ
ている．また，ドイツで開発された SAGA-GIS（System for Automated Geoscientific Analyses）
も，学術的解析ツールが豊富であり，研究者の間で愛用されている．これらオープンソー













２－２－２ GIS ソフトを使用する上で注意すること 
 
 ArcMap を使用する上で，重要な点が 2 つある． 





 一方，ArcCatalog を使うと，同一名称のファイル群は 1 つにまとめて表示され，データの
出力や削除に加え，ファイル名変更も確実に行えるため， GIS データの取り扱いには
ArcCatalog を使用する． 
 図２－３(a)，(b)に，それぞれ Windows エクスプローラと ArcCatalog を用いて，同一シ
ェープファイルを保存したフォルダを参照した場合のスクリーンショットを示す．フォル





ローラでは 1 度出力されたシェープファイルの名称は変更できない．どれか 1 つでも名称
が変更されると，同一データの関係がクラッシュし，ファイルが崩壊するからである．シ
ェープファイルについては，後述の２－２－４にて紹介する． 




 さらに，GIS ソフト上に表示する際に，投影座標系も指定する必要がある． 















２－２－３ 解析に使う主な GIS データの種類 
 
 実世界をデジタル地図で表現する場合，実世界を個別の図形で表現する「ベクタデータ」









           
           
           
           
           
           
           
















































 標高・傾斜角データが追加された属性データは csv ファイルにて出力が可能であり，これ





ント属性テーブル情報を示した．表示しているのは 1997 年のデータである． 


















２－３－１ 土地利用データ（100 m メッシュ）の概要 
 
 100 m メッシュの土地利用データとして，「国土数値情報 土地利用細分メッシュデータ
（100 m メッシュ）」（国土交通省）を使用した． 
 これは，全国の土地利用の状況について，3 次メッシュ 1/10 細分区画（100 m メッシュ）
毎に，各利用区分（田，畑，果樹園，森林，荒地，建物用地，幹線交通用地，湖沼，河川
等）を整備したものである．利用区分は整備年度により異なっている． 
 データ作成年度は，1976 年，1987 年，1991 年，1997 年，2006 年の 5 カ年である． 
 以下に各年のデータ概要を示す．（国土交通省 HP より抜粋） 
 
（１）1976 年，1987 年 
 1/25 000 地形図を基図とし，有意データを示す四隅の座標値をパタンアナライザで読み込




（２）1991 年，1997 年，2006 年 
 1991 年のデータは，人工衛星（Landsat）リモートセンシングによる画像データについて，
幾何補正や NVI（正規化植生指標）算出等を行い，1/25 000 地形図も用いて，土地分類基準
に従い 2 次メッシュ単位の正規化座標で整備されている． 
 1997年のデータは，数値地図を用いて 2次メッシュ単位の正規化座標で整備されている． 
これらを国土数値情報統一フォーマット（旧フォーマット）に変換し，土地利用メッシュ
データとされており，さらに，JPGIS 準拠のデータ形式に変換する際，3 次メッシュデータ
と細分メッシュデータを分割し，土地利用 3 次メッシュデータが作成されている． 
2006 年のデータは，人工衛星（TERRA（Aster）、ALOS）リモートセンシングによる画像
データについて，幾何補正や NVI（正規化植生指標）算出等を行い，数値地図も用いて，
土地分類基準に従い 2 次メッシュ単位の正規化座標で整備されている． 
 これらのデータを国土交通省より提供されているデータ変換ツール（ksj Tool）を用いて，
















 データのメッシュサイズは東西に 90 km，南北に 70 km で，例えば東京都はデータ 5339
内にすべておさまっている． 
②ZIP ファイルを解凍すると，選択地点分の XML 方式の土地利用データが使用可能になる． 






































































































































 「細密数値情報（10 m メッシュ土地利用）」データは，約 5 年毎に行われた過去 4 回の宅
地利用動向調査をもとに作成された土地利用に関する数値情報であり，首都圏・中部圏・
近畿圏について実施されている．首都圏に関しては，第 1 回調査では昭和 49 年（1974 年）
時点と昭和 54 年（1979 年）時点について，第 2 回調査では昭和 59 年（1984 年），第 3 回
調査では平成元年（1989 年），第 4 回調査では平成 6 年（1994 年）時点について，首都圏
整備法に基づく約 8 300 km2 の地域を対象に，土地利用の現状及びその変化状況について調
査が行われている． 
 合計 839 ファイルで構成されている本データは，10 m メッシュで，空中写真から判読し
た土地利用情報を 16 種類の土地利用分類コード化し，平面直角座標系のもと，3 km×4 km














調査回 調査実施年度 土地利用調査基準年 
（調査時期） 
調査対象地域面積 
第 1 回調査 1981 年～1982 年 1974 年（第 1 時期） 
1979 年（第 2 時期） 
6 329 km2 
7 679 km2 
第 2 回調査 1985 年～1986 年 1984 年（第 3 時期） 8 241 km2 
第 3 回調査 1989 年～1991 年 1989 年（第 4 時期） 8 247 km2 












 本データは，測量法及び平成 14 年国土交通省告示第 9 号に定める平面直角座標系に準拠
しており，首都圏データについては，第 9 系（第 9 系の原点は，北緯 36 度 0 分 00 秒，東
経 139 度 50 分 00 秒）の座標値を使用している． 
 
（３）データファイル名 
 ファイル名は，1 文字目が圏域（首都圏は「s」，中部圏は「c」，近畿圏は「k」）を，2 文
字目が調査時期を，「_」の後の 4 桁がファイルコードを表している． 
 例えば，「s1_2714.tdu 」であれば，首都圏における 1974 年（第 1 時期）のファイルコー
ド 2714 地区の土地利用データである． 
 各データは，平面直角座標第 9 系の原点から，X 軸方向に 3 km 毎，Y 軸方向に 4 km 毎
に分割され，1 つのファイルに納められている．それぞれのファイル名には，以下の式（１）
によってファイルコードが与えられている（X，Y の単位は km）． 
 
 ファイルコード＝((-(左上隅 X 座標)+30)/3*100))+((左上隅 Y 座標+80)/4) ・・・（１） 
 
つまり，上式より，ファイルコードから左上隅の X，Y 座標を算出する式は以下の様になる． 
 
左上隅 X 座標＝-((ファイルコードの上 2 桁)*3-30) 




 ここで，ファイルコード 2714 地区メッシュの左上隅の X，Y 座標はそれぞれ以下の通り
に計算される． 
左上隅 X 座標＝-(27*3-30)＝-54 (km) 
左上隅 Y 座標＝-(14*4-80)＝+24 (km) 
 
































 本研究において使用した土地利用データは 2 種類あり，国土交通省が公開している「土
地利用細分メッシュデータ」と，国土地理院が公開している「細密数値情報」について，
分類コードがそれぞれ異なっている．「土地利用細分メッシュデータ」は分類コードが 11～








































1 田 田 田 田 
2 畑 畑 その他の農用地 
その他の農用地 3 果樹園 果樹園 － 
4 その他の樹木畑 その他の樹木畑 － 
5 森林 森林 森林 森林・荒地 6 荒地 荒地 荒地 
7 建物用地 A 建物用地 建物用地 建物用地 8 建物用地 B － － 
9 幹線交通用地 幹線交通用地 幹線交通用地 幹線交通用地 
A その他の用地 その他の用地 その他の用地 その他の用地 
B 湖沼 内水地 河川地及び湖沼 
河川地及び湖沼 C 河川地 A － － 
D 河川地 B － － 
E 海浜 海浜 海浜 海 F 海水域 海水域 海水域 

















































































































12 公園・緑地等 その他の用地 
13 その他の公共公益 施設用地 建物用地 
14 河川・湖沼等 河川地及び湖沼 
15 その他 （基地等の防衛施設や皇居） その他の用地 






 細密数値情報は，国土地理院 HP「細密数値情報（10 m メッシュ土地利用）のダウンロー
ド」ページより入手した．各圏域について，都道府県別に第 1 時期から第 5 時期までの 5
年分が用意されている． 





 本研究における研究対象地をカバーするファイルコードを抽出したところ，総数 76 ファ






け加えた，3 列（X 座標，Y 座標，種別番号）×12 万行となるプログラムを使用した． 





 「X フィールド」→“Field 1”（X 座標） 
 「Y フィールド」→“Field 2”（Y 座標） 
 「Z フィールド」→“Field 3”（種別番号） 


























２－３－６ 標高データ（10 m メッシュ）の収集方法と運用 
 
 標高データは，国土地理院「基盤地図情報ダウンロードサービス」より，基盤地図情報
数値標高モデル（10 m メッシュ）を使用した． 











 また，ArcTool「基盤地図情報（GML）のインポート」を用いて DEM 標高図を作成する
ことも可能である． 





 標高データは，「日本測地系 2000（JGD_2000）」に準拠して作成されている． 
 ArcToolBox 内「データ管理ツール」→「投影変換と座標変換」→「ラスタ」→「ラスタ
の投影変換」から，２－３－２同様に投影変換が必要である． 
 ラスタを作成する際に，地理座標系は自動的に日本測地系 2000 が検出され設定されてい





２－３－７ 傾斜角（12.5 m，50 m メッシュ） 
 













slope_radians=Atanටቂௗ௭ௗ௫ቃଶ + ቂௗ௭ௗ௬ቃଶ   ・・・（１） 
slope_degrees=Atanටቂௗ௭ௗ௫ቃଶ + ቂௗ௭ௗ௬ቃଶ   ∗   57.29578 ・・・（２） 
 
 
a b c 
d e f 
g h i 
図２－３－１２ ラスターセル（a～i:各セル値） 
 
 例えば，セル e の傾斜角を求める場合，dz/dx，dz/dy はそれぞれ以下の様に計算される． [݀ݖ/݀ݔ] = ((ܿ + 2݂ + ݅) − (ܽ + 2݀ + ݃))/(8 ∗ ݔ_݈݈ܿ݁ݏ݅ݖ݁)  ・・・（３） [݀ݖ/݀ݕ] = ((݃ + 2ℎ + ݅) − (ܽ + 2ܾ + ܿ))/(8 ∗ ݕ_݈݈ܿ݁ݏ݅ݖ݁)  ・・・（４） 
ここに，a ～ i は，各セル内に格納されている標高値を表す．値が同一セル内に 2 つ以
上ある場合，平均値が用いられる． 
 傾斜角の計算に際して，計算の元となる標高 DEM が 10 m 間隔であるため，10 m メッシ
ュと 50 m メッシュで 2 パターンの傾斜角の計算を試みた．しかし，10 m メッシュでは計算
の際に作成されるセル領域の 1 部に値が格納されない場合があり，その部分が No Data にな










 まず，神奈川県土整備部の Web サイトで土砂災害記録マップを開き，対象領域の画像デ
ータを表示させて，保存・入手した（図２－３－１３）． 



































































































 気象庁横浜観測所における，1976 年から 2015 年までの雨量データについて，日ごとの値
で整理し，1 日における最大時間雨量を基に集計を行った． 
 集計は 10 mm/h 以上，15 mm/h 以上，20 mm/h 以上，30 mm/h 以上，50 mm/h 以上雨量回









３－１－１ 12.5 m メッシュ傾斜角と 50 m メッシュ傾斜角の比較 
 













m メッシュ傾斜角と 50 m メッシュ傾斜角コンター図を，それぞれ透過率を 70 %にして重ね
合わせて表示させた画像を図３－１－３(a)，(b)に示した．コンター図から，大通りより
西側で赤になっており，急斜面が広がっていることが分かる． 
 次に，国土地理院 web 地形図から磯子区磯子駅前の地形図画像を入手し 50 m メッシュ格
子線を引き，格子の 4 隅の標高を読み取り，対象格子の傾斜角を実際に手計算で算出した
傾斜角値と，ArcGIS で計算された傾斜角値を比較した（図３－１－４）． 
 その結果，12.5 m メッシュでは住宅街や隣接する崖地の傾斜角を反映できていたが，50 m
メッシュでは実際の地形状況よりも低い値となり，概ね半分の値となることがわかった．
12.5 m メッシュの傾斜角計算領域は 12.5 m 四方（156.25 m2）であり，50 m メッシュでは 50 
m 四方（2 500 m2）であるが，都市近郊では戸建て宅地の土地面積は 30～50 坪（100～165 m2）
である．つまり，12.5 m メッシュでは 1～2 軒の区画の傾斜角を表しており，50 m メッシュ
では 10～25 軒の区画を表しているため，階段状の宅地や裏山の崖地を表現するには 12.5 m
メッシュが適していることが分かった．ただし，メッシュサイズを細かくすると計算機負
荷が指数的に増大するため，汎用 PC での処理には 50 m メッシュが適している事が分かっ
た． 






























































たる．東西に 5.8 km，南北に 7.4 km にわたる．関東平野にありながら起伏に富む地理特性





































 初めに，図３－１－９に研究対象地全域の DEM 標高コンター図と災害発生地点を示す． 





斜角は 0～60 度で分布しており，災害発生地点は 5～10 度の範囲に集中していた． 
 
（１）磯子区における災害発生地点 






 図３－１－１３，図３－１－１４にそれぞれ保土ケ谷区の DEM 標高コンター図，傾斜角
コンター図と災害発生地点を示す． 































































































 図３－１－１７から図３－１－２１に 1976 年，1987 年，1991 年，1997 年，2006 年にお




















































 研究対象領域である横浜市と川崎市について，面積はそれぞれ 437.49 km2，143.00 km2 で
あり，両市合わせて 580.49 km2 である（国土地理院 HP，2014）． 
 表３－１に計算結果をまとめた． 
 細密数値情報の領域面積は実際の面積より 6 km2 ほど大きく，一方で土地利用細分メッシ
ュデータの領域面積は実際の面積よりも 20 km2 ほど少ない結果となった． 



















細密数値情報 5 866 229 10 100 586.6229 
土地利用細分 




３－２－２ 土地利用データ（10 m，100 m メッシュ）の処理時間 
 





 それぞれの作業には同一の PC を使用し，作業中は ArcGIS 以外のソフトウェアも含め，
他の処理を一切行わない状況で作業時間を計測した． 
 すると，土地利用細分メッシュデータを用いた作業時間は 30 分であった．一方，細密数
値情報を用いた作業時間は，約 52 時間（約 3 000 分）であった． 
 つまり，処理時間に約 100 倍の差が生じていることが判明した． 
 これは，前項の表３－１に示したように，細密数値情報は，土地利用細分メッシュデー
タと比べてメッシュサイズが 10 倍，すなわちポイント数が 100 倍であるためである． 
 そこで本研究では，細密数値情報は処理に時間が膨大にかかるため，第 1 時期（1974 年）
と第 5 時期（1994 年）の 2 カ年みのデータを 10 m メッシュデータとして解析に用いた．ま
た，100 m メッシュデータとして，土地利用細分メッシュデータの 1976 年，1987 年，1991
年，1997 年，2006 年の 5 カ年分のデータを解析に用いた． 
 つまり，土地利用データとして，1974 年，1976 年，1987 年，1991 年，1994 年，1997 年，






 各年の土地利用について，12.5 m メッシュ傾斜角と重ね合わせて行った空間解析データ
から属性情報を抜き出し，傾斜角ごとの土地利用実態について整理した． 
 各年の土地利用植生について，傾斜角が 0～30 度までのデータについては 5 度刻み 6 値





 その結果，1974 年から 2006 年にかけて，標高や傾斜角によらず建物用地の面積が増加し
ており，その一方で森林の面積が減少していることがわかった． 
 割合で整理するとその傾向は明確であり，特に傾斜角 0～5，5～10 度のそれぞれの範囲
では，1974 年から 2006 年にかけて，建物用地の占める割合が 30～40%から 60%に増加した
一方で，森林・田の割合が 20%前後からわずか 9%にまで減少していた． 
 その他の角度域についても一様に，1976 年から 2006 年にかけて森林や農用地が減少し，
建物用地が増加している傾向が見られた． 










































1974 1976 1987 1991 1994 1997 2006
　　　  田    その他の農用地　  森林・荒地　  建物用地































1974 1976 1987 1991 1994 1997 2006
　　　  田    その他の農用地　  森林・荒地　  建物用地


































　　　  田　  その他の農用地　  森林・荒地　  建物用地
 幹線交通用地　  その他の用地　  河川地及び湖沼　  海
























　　  田　  その他の農用地　  森林・荒地　  建物用地









































　　  田　  その他の農用地　  森林・荒地　  建物用地













































　　  田　  その他の農用地　  森林・荒地　  建物用地













 土砂災害発生件数は傾斜角 0～20 度の範囲に集中しており，特に 5～10 度での件数が多
かった．また，すべての傾斜角において，災害発生箇所の土地利用種別は建物用地が最多
であり，割合で見ると，各傾斜角において，総数の 80%以上であった． 






























 1976 年から 2015 年までの 40 年間のアメダス雨量記録について，1 日の最大時間雨量を





 一般に言われている 50 mm/h 以上の豪雨回数は，過去 40 年間に 8 回であり，経年的な増
加傾向は認められなかった． 
 しかし，15 mm/h 以上の強雨回数では，10 年平均値でみると 1976 年～1985 年は 5.7 回／
年，1986 年～1995 年は 6.0 回／年，1996 年～2005 年は 8.4 回／年，2006 年～2015 年は 10.3
回／年と増加しており，2000 年頃を境にして強雨回数が増加していることが分かった． 
（２）府中観測所（図３－２－９） 
 横浜同様に 50 mm/h 以上の豪雨は，過去 40 年間に 4 回であり，増加傾向は認められなか
った．15 mm/h 以上の強雨回数も回数はやや少ないが横浜同様に増加傾向である． 
（３）海老名観測所（図３－２－１０） 
 50 mm/h以上の豪雨回数は最も多く 15回であり，特に最近 10年間は毎年確認されている．
15 mm/h 以上の強雨回数は横浜とほぼ同数で，増加傾向が見られる． 
（４）練馬観測所（図３－２－１１） 
 50 mm/h 以上豪雨回数は過去 40 年間に 14 回であった．2000 年頃を境に増加傾向に見え
るが，経年的な増加は認められない． 
 15mm /h 以上の強雨回数は増加傾向にあるが，横浜より回数は少ない． 
（５）熊谷観測所（図３－２－１２） 
 海老名と同様に 50 mm/h 以上の豪雨回数は 15 回であり，他の観測所の中で最多であるが，
増加傾向は認められない． 
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 ３－２－４における分析結果と，図３－２－７から，傾斜角が 0～5 度の平坦地でも多く
の災害が発生していることが分かった．これは，宅地裏の崖地が崩れたためと考えられる． 
 そこで，土砂災害記録マップからプロットした災害地点のうち，傾斜角が 0 度に近い地
点をピックアップし，実際に付近に崖地があるのか，地理特性を検討した． 
 土砂災害記録マップから入手した災害地点データは 1974 年から 2004 年の間に発生した





 土砂災害記録マップからプロットした災害地点は全 766 箇所であり，そのうち傾斜角が 0
～1 度の点を抽出したところ，16 箇所であった． 













 上記の検証④において，撮影範囲が災害発生地点を含み，かつ撮影日時が 1974 年～2000
年ごろまでの写真が存在する点を確認したところ，16 箇所中 3 箇所が該当した．各地点の







 地点 1（横浜市南区中村町 1 付近）は川沿い 50 m の位置で，現在はマンションが建って
いる．また根岸湾に近く，沿岸にある根岸駅から直線距離で 1 km 未満にあり，付近には住
宅や工場が建ち並んでいる．マンションから見て川方向を正面とすると，裏手には土手が
ある． 
 地点 1 の標高は 9.2 m であった． 
 図４－１に地点 1 セルと，隣接する 8 セルの傾斜角値を示す． 
 紙面上方向を北とすると，北東のセル値が地点 1 に比べて高い値を示している． 
 図４－２，図４－３に地点 1 周辺の地形図及び傾斜角コンター図をそれぞれ示す． 
 図４－２において，地点 1 の北東は高い土手になっており，土手から車道にかけて，標
高は 50～60 m に変化している．そのため，図４－３に示すように傾斜角は地点 1 の北東の
土手部分で非常に高い値を示す黒色のセルとなっている． 
 図４－４，図４－５に，地点 1 周辺の空中写真と衛星写真をそれぞれ示す． 
 図４－４は国土地理院空中写真であり，撮影日は 1978 年 1 月である．図４－５は ArcMap
内蔵の衛星写真であり，最終更新は 2016 年 1 月である． 
 図４－４（1978 年時点）では土手部分は何も整備されていないように見える一方で，図
４－５（2016 年時点）では土手部分が補強されていることが写真から分かる． 
 これより，地点 1 では過去に土砂災害が発生した結果，土手の補強が行われたと推測で
き，実際は崖に相当するような土手がありながら，平坦地として抽出されていることが分
かった． 
 なお，地形図・衛星写真についてはすべて ArcMap 内蔵のものであり，撮影日時は 2016
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 地点 2（保土ケ谷区狩場町・狩場 IC 付近）は，保土ケ谷区にある首都高速道路狩場線狩
場 IC と国道 1 号線をつなぐ連絡道路に沿うように走る側道上にある．南北に走る側道の東
側の土地で，側道西側は高速道路の高架でコンクリートの絶壁になっており，東側は住宅
が並び，さらに東側は高台となっている． 
 図４－６に地点 2 セルと，隣接する 8 セルの傾斜角値を示す．東側 3 セルが中央セル値
と比べて値が大きい． 




 図４－９，図４－１０に地点 2 周辺の空中写真，衛星写真をそれぞれ示す．空中写真の
撮影日は 1988 年 10 月である．これら 2 つの写真からも，崖地のような地形の判断はでき
なかったため，Google ストリートビューを用いて地点 2 周辺の地形を確認した． 
 図４－１１は，地点 2 から南方向を撮影したストリートビューである．右側（西側）を
連絡道路の高架が走っている．図４－１２は，地点 2 から東方向を撮影したものである．
図４－１２から分かる通り，標高に急激な差があり，付近一帯が急傾斜地であった． 
 これより，地点 2 に関しては，側道の標高から傾斜角が算出され低い値になったものの，
実際には崖地が迫っている地形であることが確かめられた． 
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 地点 3（金沢区富岡 3 丁目付近）は，京急富岡駅から 200 m の位置にあり，駅前の商店街
から一本北に外れた道路に面した住宅街の中にある．駅から近いこともあり，地点 3 周辺
には住宅や商店が密集している． 
 図４－１３に地点 3 セルと，隣接する 8 セルの傾斜角値を示す．北側 3 セルが中央セル
値と比べて値が大きい． 
 図４－１４，図４－１５に地点 3 周辺の地形図および傾斜角コンター図をそれぞれ示す． 
 図４－１４から分かるように，地点 3 の北東部には丘陵がひろがっており，南北に走る
京急線がトンネルによって丘陵を縦断している．図４－１５に示す傾斜角コンター図では，
地点 3 のすぐ北側から傾斜値が高くなっている様子が分かることから，地点 3 およびその
周辺は丘陵の南端部であることが分かる． 
 図４－１６，図４－１７に地点 3 周辺の空中写真，衛星写真をそれぞれ示す．空中写真
の撮影日は 1977 年 12 月である． 
 図４－１６と図４－１７を見比べると，地点 3 の北東部の丘陵が開発され，住宅が増え
ている様子が分かる．しかし，地点 3 について崖地あるいは高台のような急激な標高変化
が確認できなかったため，地点 2 同様にストリートビューを用いて実際の地形を確認した． 
 図４－１８，図４－１９にストリートビューを示す． 
 地点 3 は道路から少し階段を上がった先にあり，ストリートビューでは確認が困難では
あったが，住宅街の中に急な階段を確認することができ，標高差があることが分かった． 
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図４－１６ 地点 3周辺の空中写真（1977 年 12 月） 
 
 







図４－１８ 地点 3付近のストリートビュー１ 
 
 



























 バッファ距離は，セルサイズが 12.5 m であることを考慮して，12.5 m，15 m，17.5 m，20 
































 図４－２－３から図４－２－７に，それぞれ 5 パターンの距離で試行したバッファ処理
から得られた災害発生件数と，従来の検索方法により得られた災害発生件数を比較する棒
グラフを示す．横軸が傾斜角，縦軸が災害発生件数を示している． 
 バッファ距離が 12.5 m から 20 m については，平坦地（0～10 度）における件数が激減し，




 これより，表４－２に示した平均抽出セル数からも考慮して，バッファ距離を 20 m に設
定して探索を行った結果（図４－２－６）が災害地点の周囲 8 セルの値を反映しており，
宅地裏の崖地傾斜角を含めて探索するのに最適であることが分かった． 









バッファ距離 抽出セル数（個） 平均抽出セル数（個） 
12.5 m 2～4 3.13 
15 m 4～6 4.49 
17.5 m 4～7 6.12 
20 m 7～9 7.95 






図４－２－３ 災害発生件数（バッファ距離 12.5 m） 
 
 
























図４－２－５ 災害発生件数（バッファ距離 17.5 m） 
 
 





































４－２－３ バッファ 20 m 結果の内訳 
 
 バッファ距離を 20 m に設定した再抽出結果（図４－２－６）について，従来の傾斜角抽
出結果で色分けした棒グラフを図３－２－８に示す．横軸が傾斜角，縦軸が災害発生件数
を示している． 
 従来 0～5 度であった災害地点の半分以上が 5～10 度に反映され，従来 5～10 度であった
災害地点も半分以上が 10～15 度に反映されていることがわかる．その他の角度域について
も概ね同様の傾向があった． 
 急傾斜地（傾斜角 15 度以上）に着目すると，傾斜角 15～20 度のうち，その場所（災害
発生地点）が急（傾斜角 15 度以上）であるのは 36 %，裏山が急であるのは 64 %であり，
また傾斜角 20～25 度のうち，その場所が急（傾斜角 15 度以上）であるのは 64 %で，裏山
































 横浜市では過去 40 年間を通して，一般的に豪雨と呼ばれるような 1 時間 50 mm を超える
降雨回数は 8 回であり，経年的な増加は認められなかった． 





















 特に傾斜角の小さい 0～10 度の平坦地でその傾向は顕著であり，面積割合では建物用地
が 40%から 60%に増加している一方で，森林・農地は 20%から 10%未満まで半減していた． 





 過去約 30 年間にわたる土砂災害発生地点の記録を GIS に取り込み，傾斜角ごとに分類を
行った．また，発生地点における土地利用種別情報を抽出し，土地利用実態も分析した． 
 その結果，0～20 度の平坦地での災害件数が突出して多く，最も件数が多かったのは傾斜









果が得られた．また，そのうちその場所が急である（15～25 度）のは 51 %であり，裏山が






 過去 40 年間における気象庁アメダス雨量記録を整理し，日ごとの最大時間雨量を整理し
た．その結果，一般的に集中豪雨と言われ，土砂災害発生の危険性が急増する時間雨量 50 mm
以上の豪雨は過去 40 年間中 8 回であり，経年的な増加は認められなかった（横浜）．しか
し，時間雨量 15 mm 以上の強雨回数として整理しなおすと，1976 年～1985 年は 5.7 回／年，
2006 年～2015 年は 10.3 回／年と経年的な増加傾向が認められ，2000 年頃を境にして強雨
回数が増加していることがわかった． 
 また，研究対象地近傍の観測所（海老名，府中）についても同様の結果を得られた． 

















沖村孝（2009）：豪雨による斜面災害，地盤工学会誌，第 57 巻，pp.54-61 
 
奥西一夫（2013）：ゲリラ豪雨災害－2012 年京都南部の集中豪雨による災害－木幡・五ヶ





河邑眞・辻野和彦・辻子裕二（2004）：高分解能衛星画像と森林 GIS を用いた 2000 年東海
豪雨による土砂崩壊の特性分析，自然災害科学 J.JSNDS，第 23 巻，pp.245-258 
 
下河敏彦・稲垣秀輝・大久保拓郎（2009）：都市の安心・安全な斜面維持の取り組み，日
本地すべり学会誌，第 46 巻，No.2，pp.90-96 
 
鈴木雅一・小橋澄治（1982）：がけ崩れ発生と降雨の関係について，砂防学会誌「新砂防」，






測への応用：土木学会論文集 F5，第 68 巻，No.1，pp.16-26 
 
宮武誠・三船修司（2005）：豪雨による斜面崩壊に及ぼす地下水流動特性，水工学論文集，














































































 修士 1 年の松村健史さん，穂刈健太郎さん，阿部真央さんには，主に研究室運営の面で
お世話になりました．先生から全体への連絡調整や飲み会の企画，夏合宿の運営などあり
がとうございました．来年，すばらしい論文ができあがることを楽しみにしております． 
 学部 4 年生の芝崎麗央さん，橋本和磨さん，松永真弥さん，柳亮輔さんには，研究室生
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活のサポートの面でお世話になりました．コピー用紙やトナーの補充，コーヒーの購入な
ど，研究室における雑用で細かい仕事をきちんとこなしていただきありがとうございまし
た．来年からもより一層のご活躍を期待しております． 
 研究員である曹路さんは，いつも明るい笑顔で話しかけてくださり，研究室を明るくす
るムードメーカーでした．そしていつも料理を振る舞ってくださいました．曹さんが作っ
てきて下さる中華料理の味は格別で，研究で疲れた体に染み渡り，再び研究に打ち込むた
めのエネルギーになりました．本当にありがとうございました． 
 本当に多くの方々のご協力の上で本研究を完成させることができました．深く感謝致し
ます． 
 最後に，私の長い大学生活を経済的に支え，大学院への進学も快諾してくださり，いつ
も遠くから応援してくださった両親に深く感謝し，本研究の謝辞と致します． 
